
 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 事業承継ファンドを活用した事業承継コンサルティング 

取組み内容 

 

【経緯】 

・製造業Ａ社は、自己資本比率70％を超える優良企業。 

・現社長は創業者一族ではなく、過半数の自社株は買取済みであったが、 

残りは創業者一族が保有しており、長年の懸念となっていた。 

・創業者の死去を機に、創業者一族から自社株の買取依頼があり、社長から 

 銀行に相談があったもの。 

・社長のニーズは交渉窓口となる専門家の紹介及び買取スキームの立案。 

 

【取組内容】 

・事業承継コンサルティング業務契約を締結。 

・「個人」「金庫株」「持株会社」等で買取る場合のそれぞれのケースに 

 ついてメリット・デメリットを検証。 

・交渉窓口として弁護士を紹介。 

・メガバンクからは買取資金のファイナンスに関する提案のみ。 

・代理人を介しての価格交渉が折り合ったことから、当行グループの事業承継 

ファンド(投資事業組合)で取得。将来的には種類株とし、従業員持株会へ 

移行する計画。 

 

【ポイント】 

・現社長の長年の懸念であった株の分散が解消、経営に集中できるように 

なったこと。 

・従業員の福利厚生・経営参画意識の向上に活用できること。 

・創業者一族は流動性の低い未上場株を現金化できたこと。 

・代理人による交渉、ファンドによる買取など、スピーディーに対応した点 

 が現社長・創業者一族共に喜ばれ、融資シェアアップ、預り資産の増加等 

 に繋がったこと。 

 



 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 取引先（中堅・中小企業）のアジア・チャイナビジネスサポート 

取組み内容 

 

① 海外展開支援セミナー・商談会の開催 
・アメリカ西海岸最大のアジア系スーパーマーケット「宇和島屋」のチーフバイヤ

－を招聘し、アメリカへの販路開拓、自社ブランドの発信を検討している取引先

と個別商談会を開催。（9月） 

・堺市と連携し、ベトナムへの事業展開を 3ステップでサポート 

 STEP1：「ベトナム進出・販路開拓セミナー」（8月） 

 STEP2：「ビジネス交流 TV会議」（9月）（ベトナム企業との商談） 

 STEP3:「ベトナム経済交流ミッション」（11月） 

・堺市と共催し、タイ・ミャンマーへの事業展開をセミナー（12月）とビジネス 

ミッション（2月）でサポート。 

・上海にて「関西５行合同セミナー＆交流会」を実施。（3月） 

 

② 海外金融機関との提携強化、ASEAN へのトレーニーの派遣 
・台湾でのビジネス展開・事業拡大のサポートを行うため、中國信託ホールディン

グと業務協力協定を締結。（7月） 

・取引先の海外進出・販路開拓・資金調達等をサポートするため、10月よりタイ（現

地大手銀行）およびベトナム（日系コンサルティング会社）に当行行員を派遣。 

 

③ 行政機関との提携・協力 
・大阪商工会議所が開催する「第 8回メイド・イン・ジャパン海外販路開拓市」の

「タイ、ミャンマーのバイヤーとの個別無料商談会」において輸出入に関する相

談デスクを設置。（2月） 

 

④ アジア通貨建て送金のサービス拡充 
・取引先の現地通貨建送金ニーズに幅広くお応えするため、アジア通貨建送金の取扱

いを新たに５通貨（ベトナムドン、インドネシアルピア、フィリピンペソ、台湾ド

ル、マレーシアリンギット）追加し、近畿地銀では最多となる 10 通貨に拡充。（2

月） 

 

⑤ 取引先の輸出サポート 
・女性だけで構成する「輸出サポートチーム」を発足（10月）。女性ならではのきめ細

かさで取引先の海外販路開拓や貿易決済をトータルサポート。3月末までの6ヵ月で

131件のご相談に対応。 

 



 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 「事業性評価」に係る取組み 

取組み内容 

◆「地元企業動向調査」による景況感等の調査を実施 

年4回、営業店によるヒアリング形式にて、地元企業を対象に調査を実施。 

 

＜前回調査の内容＞ 

対象先数：303先（製造業157先、非製造業146先） 

調査項目：①自社の業況感（足許、先行き） 

     ②売上高の動向（足許、先行き） 

     ③営業利益の動向（足許、先行き） 

     ④生産、営業用設備の動向 

     ⑤資金需要 

     ⑥設備投資の動向 

     ⑦賃金の状況 

     ⑧雇用の状況 

 

◆行員の目利き力向上への取組み 

各種研修、臨店による指導を実施。 

 

＜主な内容＞ 

主な研修・臨店指導 対象者 講師・指導者 

事業性評価にかかる勉強会 融資課長 地域経済活性化支援機構 

事業性評価臨店 支店長、融資課長、 

営業課長等 

融資部 

目利き力強化研修 法人営業担当 外部講師 

経営支援ヒアリング（臨店） 支店長、融資課長、 

融資担当 

ソリューション部 

 

◆「事業性評価シート」の作成 

事業性評価を通して、取引先企業とコミュニケーションを図りながら、経営状況や

経営課題、ニーズについて具体的に把握。 

＜主な項目＞ 

当社の特徴、ビジネスモデル俯瞰図、業界特性、業界動向、同業他社比較、ＳＷＯ

Ｔ分析、今後のビジネスモデル 

 

 

 



 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 異業種マッチングによる「地域ブランド」の開発に係る取組み 

取組み内容 

 

【概要】 

新商品開発ニーズを持つ阪神地域の異業種３社（清酒製造業者、味噌製造業者、 

製麺及び飲食業者）を、当行がマッチングし、酒粕、みそ、ラーメンを組み合 

わせたコラボレーション商品「摂津味処 三昧つけ麺」を開発。 

 本つけ麺を応援するため、マスコミを招いた試食会の開催や、当行HPやフェ

イスブックによる発信、域外販路開拓のサポートを実施。また、イベント等での

ノベルティや株主優待制度の商品としても採用し、販路の開拓も実施しました。 

 

 

 ≪プレスリリース≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 
「空き家・空き地対策」、「定住促進」、「三世代同居・近居」への取組み 

～『親元近居住宅ローン』の取扱い～ 

取組み内容 

 

【概要】 

昭和40年代に開発された郊外団地、いわゆる「ニュータウン」では、 

高齢化が急速に進み、本来、優良なストックであるべき宅地や住宅にお 

いて、今後、空き地や空き家が増加する傾向にあります。その老朽化し 

た「オールドニュータウン」に対し、「空き家・空き地対策」、「定住促進」、 

「三世代同居・近居」への取組みとして、兵庫県川西市と「親元近居助成 

制度」の取扱いを開始。 

本制度では、住宅を購入もしくは建設する世帯の親世帯が川西市に居住 

している場合、川西市が住宅取得に伴う登記費用の一部を助成し、当行が 

住宅ローン金利の優遇等を行う『親元近居住宅ローン』の取扱いを行うもの。 

本制度を通じ、オールドニュータウンの「空き家・空き地対策」、「定住 

促進」、「三世代同居・近居」を自治体と共に目指している。また、「親元 

近居」を実現し、孫世代の世話を祖父や祖父母世代が担当し、「子育て支援」 

へつなげるとともに、将来的に祖父や祖父母に介護が必要となった際に、 

近隣に居住する子世代、孫世代が介護サポートや見守り支援などを行う 

ことが可能となる。 

川西市に続き、下記の市町村で取扱いを開始。 

 

平成25年 

７月 

川西市における「川西市親元近居助成制度」に合わせ、 

『川西市 親元近居住宅ローン』 の取扱開始 

平成26年 

６月 

豊能町における「豊能町 いっしょに住マイル助成事業」

に合わせ、『豊能町 親元近居住宅ローン』 の取扱開始 

平成27年 

4月 

泉佐野市が実施する「住宅総合助成事業」及び「三世代同

居等支援事業」に合わせて、『泉佐野市転入促進・定住促

進住宅ローン』 及び『泉佐野市親元近居住宅ローン』 の

取扱開始 

平成27年 

4月 

岸和田市が若年世代の転入促進を狙いとした「岸和田市 

三世代同居・近居住宅支援事業」の実施に合わせて、 

『岸和田市親元近居住宅ローン』 の取扱開始 
 

 



 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 三大学（京都大、大阪大、神戸大）シンポジウムの開催 

取組み内容 

平成 26年８月８日、グランフロント大阪ナレッジキャピタル コングレコンベ

ンションセンターにおいて、「関西が世界を変える 関西から世界を変えよう 

WE SHALL CHANGE THE  WORLD！ 」をテーマとしたシンポジウムを開催しま

した。当行は、京都大学、大阪大学、神戸大学の全面的なご協力を得て、平成

22年６月に「関西活性化シンポジウム」、平成 24年９月に「中国蘇州シンポジ

ウム」、平成２５年１２月に「ベトナム・ハノイシンポジウム」を開催。 

４回目となる今回は、３大学、関西を代表する世界トップクラスのグローバ

ル企業と、国立研究機関のそれぞれの代表をお迎えし、基礎研究から産業利用

まで幅広い分野において、学術的な視点と産業的な視点を融合させ、関西から

わが国の産業競争力を強化していく方策やビジョンに関する「情報発信」「意見

交換」の場として開催。企業関係者を中心に約 1,200 名の方々にお越しいただ

きました。 

主催者より当行相談役 服部 盛隆が「『日本を元気に、関西を元気に。』とい

う想いが、産学官の皆様と重なり、開催できました」と挨拶、経済産業省 近畿

経済産業局長 関 総一郎氏からは、「関西エリアは産学官の潜在力に優れてお

り、更なる発展を期待します」との来賓祝辞をいただき、開会いたしました。 

理化学研究所 計算科学研究機構 機構長 平尾 公彦氏による「スーパーコンピ

ュータが未来を拓く」と題した基調講演があり、その後、パネルディスカッシ

ョンに入りました。京都大学松本総長、大阪大学平野総長、神戸大学福田学長、

ダイキン工業井上会長、サントリーホールディングス鳥井副社長、平尾機構長

の６名の皆様が、白熱した議論を展開されました。 

 （本シンポジウムの内容は、９月 19 日に日本経済新聞大阪本社版記事広告と

して掲載されました） 

 

 



 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 
若者雇用対策の推進等 

～『合同企業説明会』の開催～ 

取組み内容 

 

 

【概要】 

地元企業の雇用促進と地域の学生の就職支援を図るため、地元自治体と 

商工会議所、地元大学等と共同で合同企業説明会を実施しております。 

 本説明会では、地域の雇用促進の場を提供し、地元企業が望む優れた人 

材確保のお手伝いと就職を希望する人材をサポートしております。 

 平成26年は、合計5回の説明会を実施。延べ423社の参加で、うち当 

行枠からの参加企業が213社、当行参加企業での採用人数は合計48名と 

なっております。 

 

 ≪開催状況≫ 

日程/イベント名 
参加企業 

（当行枠参加企業/採用数） 

平成26年2月 

『ドリームマッチジョブフェア』 

参加企業 113社 

（うち当行86社 採用 13名） 

平成26年 7月 

『OSAKAジョブフェアinハルカス』 

参加企業 100社 

（うち当行36社 採用 10名） 

平成26年 8月 

『阪南大学学内合同企業説明会』 

参加企業 78社 

（うち当行31社 採用 8名） 

平成26年 9月 

『さかい合同企業説明会』 

参加企業 56社 

（うち当行31社 採用 6名） 

平成26年 9月 

『若者のための合同企業面接会』 

参加企業 76社  

（うち当行29社 採用 11名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

銀行名 池田泉州銀行 

タイトル 地域の歴史・町並み・文化・芸術・スポーツ等による地域活性化 

取組み内容 

 

【概要】 

 ・『百舌鳥・古市古墳群』の世界文化遺産登録に向けたPR 

   世界文化遺産登録を目指している『百舌鳥・古市古墳群』のPR支援 

として、平成26年10月より、堺市内の店舗にPRのぼりを設置。地域 

のお客さまの『百舌鳥・古市古墳群』に対する認知度を高めるとともに、 

世界文化遺産登録推進への気運を盛り上げております。また、今後、本 

古墳群が『観光コンテンツ』となるよう、地元自治体とともに推進活動 

を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


